
公立義務教育諸学校派遣職員要綱 

 

  （趣旨） 

第１条 この要綱は地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４７条 

の３及び第４７条の４に定めるもののほか、県教育委員会が市町村の設置する小・中学校等に派遣す 

る非常勤職員（以下「派遣職員」という｡)の取扱いに関して必要な事項を定めるものとする。 

 

  （派遣の条件） 

第２条  派遣職員は、次の各号のいずれかに該当する場合において、予算の範囲内で派遣する。 

 (1)  初任者研修の指導教員及び初任者の機関研修に伴い必要となる場合 

 (2)  本採用の教員が、３週間以上３月未満の範囲の研修（初任者研修以外の研修で県教育委員会が認

めるものに限る。）を受けることに伴い必要となる場合 

(3)  教員が妊娠し、かつ、次のア又はイのいずれかに該当したときに、体育の授業に支障がでること

に伴い必要となる場合（ただし、代員が措置される期間を除く。） 

ア 小学校に勤務している場合 

イ 中学校に勤務し、主に保健体育を担当している場合 

 (4)  原則として１２学級以下の中学校で、免許外教科担任解消のために必要となる場合 

 (5)  少人数指導を効果的に推進するために、調査研究が必要と認められる場合 

 (6)  小学校で、学級運営等の改善を図るため、複数の教員によるきめ細かな指導が必要と認められる

場合 

 (7)  小学校第１学年において、課題のある児童への対応が必要と認められる場合 

 (8)  小学校又は中学校に勤務する養護教員が妊娠し、児童・生徒の養護に支障がでることに伴い必要

となる場合（ただし、代員が措置される期間を除く。） 

(9) 市町村教育委員会からの要請があり、県教育委員会が、その必要を認める場合 

 

  （派遣の申請） 

第３条  市町村教育委員会は、前条の規定に基づき、派遣職員の派遣を受けようとするときは、派遣職 

員派遣申請書（様式第１号）に必要な書類を添付の上、原則として派遣を希望する日の１４日前まで 

に県教育委員会に申請するものとする。 

 

  （派遣の決定） 

第４条 県教育委員会は、前条の規定による申請を受理した場合、第２条に定める派遣の条件に該当す

ると認められるときは、派遣職員の派遣を決定し、その旨を派遣職員派遣決定書（様式第２号）によ

り市町村教育委員会に通知するものとする。 

２ 県教育委員会は、前項の規定により派遣職員の派遣の可否を決定する場合には、当該派遣職員の派

遣期間、週当たりの勤務日数、週当たりの勤務時間及び担当教科の調整を行うことができるものとす

る。 

 

 （任用） 

第５条  派遣職員は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第16条各号及び平成11年改正前の民法（明

治29年法律第89号）の規定による準禁治産者の宣告を受けている者（神経耗弱を原因とする者を除く。）

又は学校教育法（昭和22年法律第26号）第９条欠格条項に該当しない者のうちから、１年を超えない

期間を任期として県教育委員会が任命する。 

２ 第２条各号に規定する派遣職員については、教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）に基づ

く各相当学校の教員の相当免許状又は養護教諭免許状を有する者とする。 

  なお、第２条第３号のうち小学校に係る派遣職員及び第５号に規定する派遣職員については、担当 



 する教科に相当する教科の中学校又は高等学校の教諭の普通免許状のみを有する者であっても任用で 

 きるものとする。 

３  派遣職員の任用に当たっては、次に掲げる書類に基づき選考するものとする。 

 (1) 履歴書                               

 (2)  教育職員免許状等の写し 

 (3)  健康診断証明書 

 (4)  人物考査書 

４  派遣職員の任免は、別表３の発令事由に対応する人事異動通知書の記載形式により、様式第４号の

人事異動通知書を本人に交付して行う。 

 

  （非常勤講師の任命） 

第６条  市町村教育委員会は、第４条の規定により派遣された派遣職員を非常勤の講師（以下「非常勤

講師」という。）に任命する。 

２  市町村教育委員会は、非常勤講師を当該市町村教育委員会の所管する小・中学校等に勤務すること 

を命ずるものとする。 

３  非常勤講師の任免は、発令事由により様式第３号又は第４号の人事異動通知書を本人に交付して行う。 

 

 （条件付採用） 

第７条 派遣職員の採用は、全て条件付のものとし、当該派遣職員がその職において一月を勤務し、そ

の間その職務を良好な成績で遂行したときに正式採用になるものとする。 

 

  （身分） 

第８条  派遣職員は、県の非常勤職員のほか、派遣を受けた市町村の非常勤講師の身分を併せ有するも 

のとする。 

 

 （服務） 

第９条  非常勤講師の服務の監督は、市町村教育委員会が行う。 

２ 非常勤講師の服務に関し必要な事項は、当該市町村教育委員会の定める学校職員に関する規定を適

用するものとする。 

 

 （報酬等及び費用弁償） 

第１０条 派遣職員の報酬等及び費用弁償は、県が負担するものとする。 

２  派遣職員の報酬の額は、別に定める。 

３  報酬等及び費用弁償の支給については、会計年度任用学校職員の報酬等に関する条例（平成３１年

条例第２０号）を適用する。 

 

 （勤務日及び勤務時間の割振り） 

第１１条 派遣職員の勤務日及び当該勤務日における勤務時間は、第４条の規定による派遣職員に係る

学校の校長が定めるものとする。 

 

 （分限及び懲戒の手続） 

第１２条  派遣職員の分限及び懲戒は、第４条の規定により派遣を受けた市町村教育委員会の報告を待って 

 県教育委員会が行うものとする。 

２ 休職をしている期間については、報酬を支給しない。 

 

 



 （休暇） 

第１３条 派遣職員の休暇は、学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年埼玉県条例第２８ 

 号）及び学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成７年埼玉県教育委員会規則第９号。以下「規 

 則」という。）に基づき、次のとおりとする。 

 (1)  有給休暇 

    イ  別表１による年次休暇 

    ロ  別表２による夏季休暇 

    ハ  規則第２２条第２項第１号から第４号及び同項第６号から第１３号に規定する特別休暇 

(2)  無給休暇 

  規則第２２条第３項第１号から第１０号に規定する特別休暇及び同条第４項に規定する組合休暇 

   

 （職務専念義務免除） 

第１４条 非常勤講師の職務専念義務免除に関し、必要な事項は、当該市町村教育委員会の定める学校  

 職員に関する規定を適用するものとする。 

 

  （育児休業） 

第１５条 派遣職員は、職員の育児休業等に関する条例（平成４年埼玉県条例第６号）の規定に基 

 づき、育児休業及び部分休業をすることができる。 

２ 部分休業により勤務しない場合には、第１０条３項の規定により、減額した報酬を支給するものと

する。 

 

  （退職） 

第１６条 派遣職員は、任用期間の満了により退職するものとする。 

２  次の各号のいずれかに該当する場合は、任用期間中であっても派遣職員の職を解くことができるも

のとする。 

 (1)  勤務成績が良好でない場合 

 (2)  心身の故障のため職務の遂行に支障がある場合 

 (3)  前２号に規定する場合のほか、その職に必要な適格性を欠く場合 

 (4)  職制の改廃又は予算の減少により、廃職又は過員を生じた場合 

 (5)  刑事事件に関し、起訴された場合 

 

 （社会保険の適用） 

第１７条 派遣職員が公務により負傷し、病気にかかり、又は死亡した場合においては、労働者災害補

償保険法（昭和２２年法律第５０号）の定めるところにより補償するものとする。 

２  前項に定めるもののほか、勤務の形態に応じ、健康保険法（大正１１年法律第７０号）、厚生年金

保険法（昭和２９年法律第１１５号）、雇用保険法(昭和４９年法律第１１６号)又は介護保険法（平

成９年法律第１２３号）を適用するものとする。 

 

 （その他） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、派遣職員の取扱いに関し必要な事項は別に定める。 

 

     附 則 

  この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

      附 則 

  この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 

      附 則 



 この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。 

      附 則 

 この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。 

      附 則 

 この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

      附 則 

 この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

      附 則 

 この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

      附 則 

 この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

      附 則 

 この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

      附 則 

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

    附 則 

 この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

    附 則 

 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

    附 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

    附 則 

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年６月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３１年１月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年３月２９日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年５月２７日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年１月１日から施行する。 

 



別表１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  備考 

  (1) 所定勤務日数は、措置日数をもとにする。 

    (2) 複数の非常勤講師を行った場合、それぞれの措置日数の合計を所定勤務日数とする。 

    (3) 年次休暇は、１日を単位として与えることを原則とするが、特に必要があると認める場合は、      

１時間単位の年次休暇を与えることができるものとする。 

        ただし、時数を単位とする年次休暇を日に換算する場合は、それぞれの１日の措置時数をもっ

て１日とする。 

    (4) 継続勤務期間の取扱いについては、年間７０日以上又は年間３５週以上が該当するほか、初任

者研修の機関研修に係る非常勤講師であっても該当する。 

 

別表２ 

 

 

   

 

 

 

 

  備考 

  (1) 夏季休暇の付与日数は、一の年の６月から９月までの期間内における、週所定勤務日数（週以      

外の期間によって所定勤務日数が定められている派遣職員にあっては、１年間の所定勤務日数）      

に応じて、別表２に定める日数の範囲内の期間（ただし、当該期間における勤務日数が別表２に   

定める日数に満たない職員にあっては、その勤務する日数）とする。 

  (2) 夏季休暇は、１日を単位とし、時間を単位とする夏季休暇は受けることができないものとする。 

 

 

 

１年間の所定勤務日数 
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   ４８日～ ７２日 １ ２ ２ ２ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ 

   ７３日～１２０日 ３ ４ ４ ５ ６ ６ ７ ７ ７ ７ ７ ７ 

  １２１日～１６８日 ５ ６ ６ ８ ９ 10 11 11 11 11 11 11 

  １６９日～２１６日 ７ ８ ９ 10 12 13 15 16 17 18 19 20 

週所定勤務日数 １年間の所定勤務日数 夏季休暇の日数 

５ 日        ２１７日以上 

３日 

４ 日  １６９日～２１６日まで 

３ 日   １２１日～１６８日まで 

２ 日   ７３日～１２０日まで 

１ 日   ４８日～７２日まで 



別表３ 

発令事由 人事異動通知書の記載形式 備  考 

任命 

（第２条第１号

又は第２号、第

４号、第５号、

第６号に係るも

の） 

 

埼玉県教育委員会事務局 

 ○○教育事務所非常勤職員に採用する 

 ○○○教育委員会に派遣する 

 １ 任期 

     令和○年○月○日～令和○年○月○日 

 ２ 任期中の勤務日数及び１日の勤務時間 

     ○ 日 ○ 時間 

 ３ 報酬 

     日額  ○○ 円 

 

初任者研修非常勤講師 

免許外教科担任非常勤講師 

少人数指導非常勤講師 

学級運営等の改善のための非

常勤講師 

長期研修代替非常勤講師 

 

 

任命 

（第２条第３号

アに係るもの） 

埼玉県教育委員会事務局 

 ○○教育事務所非常勤職員に採用する 

 ○○○教育委員会に派遣する 

 １  任期 

     令和○年○月○日～令和○年○月○日 

 ２ 任期中の勤務日数及び１週間の勤務時間 

     〇 日 週 ○ 時間以内  

 ３ 報酬 

     日額 １日の勤務時間に応じた額 

    ２時間 ○○ 円 

    ３時間 ○○ 円 

    ４時間 ○○ 円 

    ５時間 ○○ 円 

    ６時間 ○○ 円 

妊娠教員体育代替非常勤講師 

（小学校への派遣） 

 

 

任命 

（第２条第３号

イ又は第８号に

係るもの） 

埼玉県教育委員会事務局 

 ○○教育事務所非常勤職員に採用する 

 ○○○教育委員会に派遣する 

 １  任期 

     令和○年○月○日～令和○年○月○日 

 ２ 任期中の勤務日数及び１週間の勤務時間 

     〇 日 週 ○ 時間以内  

 ３ 報酬 

     日額 １日の勤務時間に応じた額 

    ２時間 ○○ 円 

    ３時間 ○○ 円 

    ４時間 ○○ 円 

    ５時間 ○○ 円 

    ６時間 ○○ 円 

    ７時間 ○○ 円 

 

妊娠教員体育代替非常勤講師 

（中学校への派遣） 

妊娠養護教員対応非常勤講師 

 

 



任命（第２条第 

７号に係るも

の） 

埼玉県教育委員会事務局 

 ○○教育事務所非常勤職員に採用する 

 ○○○教育委員会に派遣する 

 １ 任期 

     令和○年○月○日～令和○年○月○日 

 ２ 任期中の勤務時間 

     週○時間以内 計○○○時間 

 ３ 報酬 

     日額 １日の勤務時間に応じた額 

    ３時間 ○○ 円 

    ４時間 ○○ 円 

    ５時間 ○○ 円 

    ６時間 ○○ 円 

    ７時間 ○○ 円 

小１問題対応非常勤講師 

 

 

退職 埼玉県教育委員会事務局 

 ○○教育事務所非常勤職員を免ずる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号 

 

第      号 

                                                              令和  年  月  日 

 

埼玉県教育委員会 様 

 

 

                                   （市町村）教育委員会 

 

 

派 遣 職 員 派 遣 申 請 書 

 

公立義務教育諸学校派遣職員要綱第３条の規定に基づき、下記のとおり派遣職員の派遣を 

申請します。 

 

記 

 派  遣  申  請 

学 校（所）名 

学 校 (所)  名 

派 遣 申 請 期 間 週 当 た り 

勤 務 時 間 

勤 務 時 間 

担 当 

教 科 

教 科 

派 遣 申 請 理 由  

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

 

備考 

    「派遣申請理由」の欄には、「初任者研修指導教員に係る非常勤講師」「初任者研修機関研修に 

係る非常勤講師」「長期研修代替非常勤講師」「妊娠教員体育代替非常勤講師」「免許外教科担任 

非常勤講師」「少人数指導非常勤講師」「学級運営等の改善のための非常勤講師」「小１問題対応 

非常勤講師」「妊娠養護教員対応非常勤講師」のいずれかを記入すること。 

 

 

 



様式第２号 

 

第     号 

                                                              令和  年  月  日 

 

  （市町村）教育委員会 様 

 

 

                                    埼玉県教育委員会 

 

 

派 遣 職 員 派 遣 決 定 書 

 

   令和  年  月  日付   第   号で申請のありました派遣職員の派遣については 

 下記のとおり決定しました。 

 

記 

 派 遣 申 請 

学校（所）名 

派遣職員 

氏  名 

派 遣 期 間 週当たり 

勤務時間 

担 当 

教 科 

派  遣  理  由  

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 

 

備考 

    「派遣理由」の欄には、「初任者研修指導教員に係る非常勤講師」「初任者研修機関研修に係る 

非常勤講師」「長期研修代替非常勤講師」「妊娠教員体育代替非常勤講師」「免許外教科担任非常 

勤講師」「少人数指導非常勤講師」「学級運営等の改善のための非常勤講師」「小１問題対応非常 

勤講師」「妊娠養護教員対応非常勤講師」のいずれかを記入すること。 

 

 

 



様式第３号 

                             人 事 異 動 通 知 書 

 

 （ 職員の種類 ） （ 氏 名 ）  

    

 

 

 

（ 人事異動通知書の記載形式を記入する。 ） 

 

令和  年  月  日 

 

 

 

 

埼   玉   県   教   育   委   員   会 

 

 

 



様式第４号 

 

  埼玉県教育委員会 

 会計年度任用学校職員    （氏  名） 

 

（市町村）公立学校非常勤講師（職員） 

  に採用する 

   ただし、無給とする 

               学校に勤務を命ずる 

  任期は 

    令和  年  月  日～令和  年  月  日 

とする 

 

令和  年  月  日 

 

（ 市 町 村 ）教 育 委 員 会 

 

 

 

様式第５号 

 

 （職員の種類）          （氏  名）  

（市町村）公立学校非常勤講師（職員） 

  を免ずる 

令和  年  月  日 

 

（ 市 町 村 ）教 育 委 員 会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


